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議案第 72 号 

彦根市市税条例等の一部を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和元年(2019 年)6 月 3 日 

彦根市長 大久保 貴 

彦根市市税条例等の一部を改正する条例 

(彦根市市税条例の一部改正) 

第 1 条 彦根市市税条例(昭和 25 年彦根市条例第 23 号)の一部を次のように改正する。 

第 36 条の 2 中第 9 項を第 10 項とし、第 8 項を第 9 項とし、第 7 項を第 8 項とし、第 6 項

の次に次の 1 項を加える。 

7 第 1 項または第 5 項の場合において、前年において支払を受けた給与で所得税法第 190 条

の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有するものが、第 1 項の申告書を提

出するときは、法第 317 条の 2 第 1 項各号に掲げる事項のうち施行規則で定めるものにつ

いては、施行規則で定める記載によることができる。 

第 36 条の 3 の 2 の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同条第 1

項中「同項の」を「同項に規定する」に改め、同項第 3 号を同項第 4 号とし、同項第 2 号の

次に次の 1 号を加える。 

(3) 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

第 36 条の 3 の 3 の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同条第 1

項中「第 203 条の 5 第 1 項」を「第 203 条の 6 第 1 項」に改め、「ならない者」の次に「ま

たは法の施行地において同項に規定する公的年金等(所得税法第 203 条の 7 の規定の適用を受

けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。)の支払を受ける者であって、

扶養親族(控除対象扶養親族を除く。)を有する者もしくは単身児童扶養者である者」を加

え、「同項の」を「所得税法第 203 条の 6 第 1 項に規定する」に、「同項に規定する公的年

金等」を「公的年金等」に改め、同項第 3 号を同項第 4 号とし、同項第 2 号の次に次の 1 号
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を加える。 

(3) 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

第 36 条の 3 の 3 第 2 項中「第 203 条の 5 第 2 項」を「第 203 条の 6 第 2 項」に改め、同条

第 4 項中「第 203 条の 5 第 5 項」を「第 203 条の 6 第 6 項」に改める。 

第 36 条の 4 第 1 項中「によって」を「により」に、「同条第 8 項」を「同条第 9 項」に、

「第 9 項」を「第 10 項」に、「においては」を「には」に改める。 

付則第 12 条の 2 に次の 3 項を加える。 

2 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関し、

3 輪以上の軽自動車が法第 446 条第 1 項(同条第 2 項において準用する場合を含む。)または

法第 451 条第 1 項もしくは第 2 項(これらの規定を同条第 4 項において準用する場合を含

む。)の適用を受ける 3 輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交

通大臣の認定等(法附則第 29 条の 9 第 3 項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項

において同じ。)に基づき当該判断をするものとする。 

3 県知事は、当分の間、第 1 項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税の環境性能割につ

き、その納付すべき額について不足額があることを付則第 12 条の 4 の規定により読み替え

られた第 81 条の 6 第 1 項の納期限(納期限の延長があったときは、その延長された納期限)

後において知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請

をした者が偽りその他不正の手段(当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接または

間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。)により国土交通大臣の認定等を受けた

ことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによるもの

であるときは、当該申請をした者またはその一般承継人を当該不足額に係る 3 輪以上の軽

自動車について法附則第 29 条の 11 の規定によりその例によることとされた法第 161 条第 1

項に規定する申告書を提出すべき当該 3 輪以上の軽自動車の取得者とみなして、軽自動車

税の環境性能割に関する規定を適用する。 

4 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能割の額は、同項の

不足額に、これに 100 分の 10 の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

 付則第 12 条の 2 を付則第 12 条の 2 の 3 とし、付則第 12 条の次に次の 2 条を加える。 

(軽自動車税の環境性能割の非課税) 

第 12 条の 2 法第 451 条第 1 項第 1 号(同条第 4 項において準用する場合を含む。)に掲げる

3 輪以上の軽自動車(自家用のものに限る。以下この条において同じ。)に対しては、当該 3

輪以上の軽自動車の取得が令和元年 10 月 1 日から令和 2 年 9 月 30 日までの間(付則第 12
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条の 6 第 3 項において「特定期間」という。)に行われたときに限り、第 80 条第 1 項の規

定にかかわらず、軽自動車税の環境性能割を課さない。 

第 12 条の 2 の 2 市長は、当分の間、第 81 条の 2 の規定にかかわらず、県知事が自動車税の

環境性能割の納税義務を免除する自動車税に相当するものとして市長が定める 3 輪以上の

軽自動車に対しては、軽自動車税の環境性能割を課さない。 

 付則第 12 条の 6 に次の 1 項を加える。 

3 自家用の 3 輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第 81 条の 4(第 2 号に係る部分

に限る。)および前項の規定の適用については、当該軽自動車の取得が特定期間に行われた

ときに限り、これらの規定中「100 分の 2」とあるのは、「100 分の 1」とする。 

 付則第 13 条中「附則第 30 条」を「附則第 30 条第 1 項」に改め、「指定」の次に「(次項

から第 4 項までにおいて「初回車両番号指定」という。)」を加え、同条に次の 3 項を加え

る。 

2 法附則第 30 条第 2 項第 1 号および第 2 号に掲げる 3 輪以上の軽自動車に対する第 82 条の

規定の適用については、当該軽自動車が平成 31 年 4 月 1 日から令和 2 年 3 月 31 日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和 2 年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該

軽自動車が令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和 3 年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第 2 号ア(ｲ) 3,900 円 1,000 円 

第 2 号ア(ｳ)ａ 6,900 円 1,800 円 

10,800 円 2,700 円 

第 2 号ア(ｳ)ｂ 3,800 円 1,000 円 

5,000 円 1,300 円 

3 法附則第 30 条第 3 項第 1 号および第 2 号に掲げる法第 446 条第 1 項第 3 号に規定するガ

ソリン軽自動車(以下この項および次項において「ガソリン軽自動車」という。)のうち 3

輪以上のものに対する第 82 条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成 31

年 4 月 1 日から令和 2 年 3 月 31 日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和 2 年

度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和 2 年 4 月 1 日から令和 3

年 3 月 31 日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和 3 年度分の軽自動車税の種

別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

第 2 号ア(ｲ) 3,900 円 2,000 円 
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第 2 号ア(ｳ)ａ 6,900 円 3,500 円 

10,800 円 5,400 円 

第 2 号ア(ｳ)ｂ 3,800 円 1,900 円 

5,000 円 2,500 円 

4 法附則第 30 条第 4 項第 1 号および第 2 号に掲げるガソリン軽自動車のうち 3 輪以上のも

の(前項の規定の適用を受けるものを除く。)に対する第 82 条の規定の適用については、当

該ガソリン軽自動車が平成 31 年 4 月 1 日から令和 2 年 3 月 31 日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には令和 2 年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車

が令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和 3 年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第 2 号ア(ｲ) 3,900 円 3,000 円 

第 2 号ア(ｳ)ａ 6,900 円 5,200 円 

10,800 円 8,100 円 

第 2 号ア(ｳ)ｂ 3,800 円 2,900 円 

5,000 円 3,800 円 

 付則第 13 条の 2 を次のように改める。 

(軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) 

第 13 条の 2 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、3 輪以上の軽自動車が前条第 2

項から第 4 項までの規定の適用を受ける 3 輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断を

するときは、国土交通大臣の認定等(法附則第 30 条の 2 第 1 項に規定する国土交通大臣の

認定等をいう。次項において同じ。)に基づき当該判断をするものとする。 

2 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があることを第 83 条第 2 項

の納期限(納期限の延長があったときは、その延長された納期限)後において知った場合に

おいて、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不

正の手段(当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接または間接に提供した者の偽り

その他不正の手段を含む。)により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交

通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該申請

をした者またはその一般承継人を賦課期日現在における当該不足額に係る 3 輪以上の軽自

動車の所有者とみなして、軽自動車税の種別割に関する規定(第 87 条および第 88 条の規定

を除く。)を適用する。 

3 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の額は、同項の不足
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額に、これに 100 分の 10 の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

第 2 条 彦根市市税条例の一部を次のように改正する。 

第 25 条第 1 項第 2 号中「または寡夫」を「、寡夫または単身児童扶養者」に改める。 

付則第 13 条第 1 項中「第 4 項」を「第 5 項」に改め、同条に次の 1 項を加える。 

5 法附則第 30 条第 2 項第 1 号および第 2 号に掲げる 3 輪以上の軽自動車のうち、自家用の

乗用のものに対する第 82 条の規定の適用については、当該軽自動車が令和 3 年 4 月 1 日か

ら令和 4 年 3 月 31 日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和 4 年度分の軽自動

車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和 5 年度分の軽自動車税の種別割に限り、第 2 項の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

 付則第 13 条の 2 第 1 項中「第 4 項」を「第 5 項」に改める。 

(彦根市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正) 

第 3 条 彦根市市税条例等の一部を改正する条例(平成 28 年彦根市条例第 30 号)の一部を次の

ように改正する。 

  第 1 条の 2 のうち、彦根市市税条例付則第 12 条の次に 5 条を加える改正規定(同条例付則

第 12 条の 6 第 1 項に係る部分に限る。)中「とする」を「とする。」に改め、同改正規定(同

条例付則第 12 条の 6 第 2 項に係る部分に限る。)中「については」の次に「、当分の間」を

加え、同条例付則第 13 条第 1 項の改正規定中「初めて道路運送車両法第 60 条第 1 項後段の

規定による」を「最初の法第 444 条第 3 項に規定する」を「平成 18 年 3 月 31 日までに初め

て道路運送車両法第 60 条第 1 項後段の規定による車両番号の指定(次項から第 4 項までにお

いて「初回車両番号指定」という。)を受けた法附則第 30 条第 1 項」を「法附則第 30 条」

に、「平成 31 年度分」を「当該軽自動車が最初の法第 444 条第 3 項に規定する車両番号の指

定を受けた月から起算して 14 年を経過した月の属する年度以後の年度分」に改める。 

第 4 条 彦根市市税条例等の一部を改正する条例(平成 30 年彦根市条例第 21 号)の一部を次の

ように改正する。 

  第 1 条のうち、彦根市市税条例第 48 条第 1 項の改正規定中「および第 11 項」を「、第 11

項および第 13 項」に改め、同条に 3 項を加える改正規定中「3 項」を「8 項」に改め、同改

正規定(同条第 10 項に係る部分に限る。)中「次項」の次に「および第 12 項」を加え、「そ

の他施行規則で定める方法」を削り、同改正規定(同条第 12 項に係る部分に限る。)中「申告

は、」の次に「申告書記載事項が」を加え、同改正規定に次のように加える。 
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13 第 10 項の内国法人が、電気通信回線の故障、災害その他の理由により地方税関係手続用

電子情報処理組織を使用することが困難であると認められる場合で、かつ、同項の規定を

適用しないで納税申告書を提出することができると認められる場合において、同項の規定

を適用しないで納税申告書を提出することについて市長の承認を受けたときは、当該市長

が指定する期間内に行う同項の申告については、前 3 項の規定は、適用しない。法人税法

第 75 条の 4 第 2 項の申請書を同項に規定する納税地の所轄税務署長に提出した第 10 項の

内国法人が、当該税務署長の承認を受け、または当該税務署長の却下の処分を受けていな

い旨を記載した施行規則で定める書類を、納税申告書の提出期限の前日までに、または納

税申告書に添付して当該提出期限までに、市長に提出した場合における当該税務署長が指

定する期間内に行う第 10 項の申告についても、同様とする。 

14 前項前段の承認を受けようとする内国法人は、同項前段の規定の適用を受けることが必

要となった事情、同項前段の規定による指定を受けようとする期間その他施行規則で定め

る事項を記載した申請書に施行規則で定める書類を添付して、当該期間の開始の日の 15 日

前までに、これを市長に提出しなければならない。 

15 第 13 項の規定の適用を受けている内国法人は、第 10 項の申告につき第 13 項の規定の適

用を受けることをやめようとするときは、その旨その他施行規則で定める事項を記載した

届出書を市長に提出しなければならない。 

16 第 13 項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第 321 条の 8 第 51 項の処分

または前項の届出書の提出があったときは、これらの処分または届出書の提出があった日

の翌日以後の第 13 項前段の期間内に行う第 10 項の申告については、第 13 項前段の規定は

適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは、

この限りでない。 

17 第 13 項後段の規定の適用を受けている内国法人につき、第 15 項の届出書の提出または

法人税法第 75 条の 4 第 3 項もしくは第 6 項(同法第 81 条の 24 の 3 第 2 項において準用す

る場合を含む。)の処分があったときは、これらの届出書の提出または処分があった日の翌

日以後の第 13 項後段の期間内に行う第 10 項の申告については、第 13 項後段の規定は適用

しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項後段の書類を提出したときは、こ

の限りでない。 

付則第 1 条第 6 号中「3 項を」を「8 項を」に、「平成 32 年 4 月 1 日」を「令和 2 年 4 月 1

日」に改める。 

付則第 2 条第 3 項中「第 12 項」を「第 17 項」に改める。 
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付 則 

(施行期日) 

第 1 条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第 3 条および第 4 条の規定 公布の日 

(2) 第 1 条(次号に掲げる改正規定を除く。)および付則第 4 条の規定 令和元年 10 月 1 日 

(3) 第 1 条中彦根市市税条例第 36 条の 2 中第 9 項を第 10 項とし、第 8 項を第 9 項とし、第

7 項を第 8 項とし、第 6 項の次に 1 項を加える改正規定ならびに第 36 条の 3 の 2、第 36 条

の 3 の 3 および第 36 条の 4 第 1 項の改正規定ならびに次条の規定 令和 2 年 1 月 1 日 

(4) 第 2 条中彦根市市税条例第 25 条の改正規定および付則第 3 条の規定 令和 3 年 1 月 1

日 

(5) 第 2 条(前号に掲げる改正規定を除く。)および付則第 5 条の規定 令和 3 年 4 月 1 日 

(市民税に関する経過措置) 

第 2 条 前条第 3 号に掲げる規定による改正後の彦根市市税条例(次項および第 3 項において

「2 年新条例」という。)第 36 条の 2 第 7 項の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後に令

和 2 年度以後の年度分の個人の市民税に係る申告書を提出する場合について適用し、同日前

に当該申告書を提出した場合および同日以後に令和元年度分までの個人の市民税に係る申告

書を提出する場合については、なお従前の例による。 

2 2 年新条例第 36 条の 3 の 2 第 1 項(第 3 号に係る部分に限る。)の規定は、前条第 3 号に掲げ

る規定の施行の日以後に支払を受けるべき彦根市市税条例第 36 条の 2 第 1 項に規定する給与

について提出する 2 年新条例第 36 条の 3 の 2 第 1 項および第 2 項に規定する申告書について

適用する。 

3 2 年新条例第 36 条の 3 の 3 第 1 項の規定は、前条第 3 号に掲げる規定の施行の日以後に支払

を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律(平成 31 年法律第 6 号)第 1 条の規定による改

正後の所得税法(昭和 40 年法律第 33 号。以下この項において「新所得税法」という。)第 203

条の 6 第 1 項に規定する公的年金等(新所得税法第 203 条の 7 の規定の適用を受けるものを除

く。)について提出する 2 年新条例第 36 条の 3 の 3 第 1 項に規定する申告書について適用す

る。 

第 3 条 付則第 1 条第 4 号に掲げる規定による改正後の彦根市市税条例第 25 条第 1 項(第 2 号

に係る部分に限る。)の規定は、令和 3 年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令

和 2 年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

(軽自動車税に関する経過措置) 
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第 4 条 別段の定めがあるものを除き、付則第 1 条第 2 号に掲げる規定による改正後の彦根市

市税条例(以下「元年 10 月新条例」という。)の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分

は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得された 3 輪以上の軽自動車に対して課する軽自

動車税の環境性能割について適用する。 

2 元年 10 月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和 2 年度以後の年度分の

軽自動車税の種別割について適用する。 

第 5 条 付則第 1 条第 5 号に掲げる規定による改正後の彦根市市税条例の規定は、令和 3 年度

以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和 2 年度分までの軽自動車税の種別

割については、なお従前の例による。 
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議案第 73 号 

彦根市行政不服審査法に関する手数料条例の一部を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和元年(2019 年)6 月 3 日 

彦根市長  大久保  貴 

 

 

 

 

 

彦根市行政不服審査法に関する手数料条例の一部を改正する条例 

 

彦根市行政不服審査法に関する手数料条例(平成 28 年彦根市条例第 3 号)の一部を次のように

改正する。 

 別表中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改める。 

付 則 

この条例は、令和元年 7 月 1 日から施行する。 
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議案第 74 号 

彦根市火災予防条例の一部を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和元年(2019 年)6 月 3 日 

彦根市長  大久保  貴 

 

 

 

 

 

彦根市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

彦根市火災予防条例(昭和 48 年彦根市条例第 24 号)の一部を次のように改正する。 

第 16 条第 1 項中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改める。 

第 29 条の 5 第 1 号中「作動時間が 60 秒以内」を「種別が 1 種」に改め、同条中第 6 号を第 7

号とし、第 5 号の次に次の 1 号を加える。 

(6) 第 29 条の 3 第 1 項各号または前条第 1 項に掲げる住宅の部分に特定小規模施設用自動

火災報知設備を特定小規模施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供

する設備等に関する省令(平成 20 年総務省令第 156 号)第 3 条第 2 項および第 3 項に定める

技術上の基準に従い、または当該技術上の基準の例により設置したとき。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第 16 条第 1 項の改正規定は、令和元年 7 月 1

日から施行する。 
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議案第 75 号 

 彦根市公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年(2019 年)6 月 3 日 

                 彦根市長  大久保  貴    

 

 

 

 

 

彦根市公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

 

 彦根市公平委員会委員に下記の者を選任することにつき、地方公務員法(昭和 25 年法律第 261

号)第 9 条の 2 第 2 項の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

 

1 住 所      彦根市西今町 1040 番地 5 

2 氏 名      田 邉 俊 夫 

3 生年月日  昭和 18 年(1943 年)1 月 2 日 
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略 歴      

                                田
た

 邉
なべ

 俊
とし

 夫
お

 

昭和 18 年 1 月 2 日生 

1 住所  彦根市西今町 1040 番地 5 

2 学歴  昭和 40 年 3 月   福井大学工学部卒業 

3 職歴  昭和 40 年 4 月   松下電工株式会社入社 

      昭和 42 年 3 月   松下電工株式会社彦根工場勤務 

      平成元年 6 月   松下電工株式会社ビューティライフ事業部副事業部長 

      平成 5 年 6 月   松下電工株式会社ＨＡ機器事業部事業部長 

      平成 10 年 2 月   

             )  松下電工株式会社取締役・インテリア照明事業部長 

      平成 11 年 5 月   

      平成 11 年 6 月   

             )  松下電工株式会社取締役・照明事業担当 

      平成 13 年 2 月   

      平成 13 年 3 月   

             )  松下電工株式会社取締役・電器事業担当 

      平成 14 年 2 月   

      平成 14 年 3 月   

             )  松下電工株式会社常務取締役・電器分社長 

      平成 16 年 2 月   

      平成 16 年 3 月   

             )  松下電工株式会社専務執行役員・電器事業分社長 

      平成 17 年 2 月   

      平成 18 年 4 月   

             )  滋賀県立大学地域貢献担当理事(常勤) 

      平成 21 年 3 月   

      平成 19 年 4 月   

             )  公益財団法人滋賀県産業支援プラザ理事(非常勤) 

      平成 21 年 3 月    

      平成 26 年 4 月   

             )  滋賀県立大学利益相反マネジメント委員会外部委員 

      至 現 在 
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平成 30 年 3 月   

             )  彦根市公平委員会委員 

      至 現 在   
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報告第 7 号 

令和元年度(2019 年度)一般財団法人彦根市事業公社の事業計画について 

 

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 243 条の 3 第 2 項の規定により、令和元年度(2019 年

度)の一般財団法人彦根市事業公社の事業の計画に関する書類を、別添のとおり提出する。 

令和元年(2019 年)6 月 3 日 

彦根市長  大久保  貴    

-14-



報告第 8 号 

第 32 期彦根総合地方卸売市場株式会社の事業計画について 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 243 条の 3 第 2 項の規定により、第 32 期彦根総合地方

卸売市場株式会社の事業の計画に関する書類を、別添のとおり提出する。 

  令和元年(2019 年)6 月 3 日 

彦根市長  大久保  貴  
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報告第 9 号 

第 23 期株式会社夢京橋の事業計画について 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 243 条の 3 第 2 項の規定により、第 23 期株式会社夢京

橋の事業の計画に関する書類を、別添のとおり提出する。 

  令和元年(2019 年)6 月 3 日 

彦根市長  大久保  貴    
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報告第 10 号 

第 17 期株式会社四番町スクエアの事業計画について 

 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 243 条の 3 第 2 項の規定により、第 17 期株式会社四番

町スクエアの事業の計画に関する書類を、別添のとおり提出する。 

  令和元年(2019 年)6 月 3 日 

彦根市長  大久保  貴 
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報告第 11 号 

   平成 30 年度(2018 年度)彦根市繰越明許費繰越計算書について 

 

 平成 30 年度(2018 年度)彦根市一般会計予算および平成 30 年度(2018 年度)彦根市下水道事業

特別会計予算のうち、繰越明許費に係る歳出予算の経費を次のとおり繰り越したので、地方自治

法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 146 条第 2 項の規定により報告する。 

  令和元年(2019 年)6 月 3 日 

                            彦根市長  大久保  貴    
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,
9
9
4

2
6
0
,
9
9
4

8
7
,
3
2
8

1
5
3
,
4
0
0

2
0
,
2
6
6

特
定

環
境

保
全

公
共

下
水

道
事

業
1
1
0
,
1
1
4

1
1
0
,
1
1
4

2
9
,
6
1
8

7
1
,
9
0
0

8
,
5
9
6

浸
水

対
策

下
水

道
事

業
（

雨
水

対
策

）
1
0
7
,
8
4
9

1
0
3
,
6
9
2

4
9
,
1
0
0

4
6
,
0
0
0

8
,
5
9
2

計
4
7
8
,
9
5
7

4
7
4
,
8
0
0

1
6
6
,
0
4
6

2
7
1
,
3
0
0

3
7
,
4
5
4

1
,
5
0
7
,
1
9
9

1
,
4
4
6
,
8
4
4

5
0
4
,
8
1
8

7
4
8
,
7
0
0

1
9
3
,
3
2
6

合
計

特 別 会 計

下 水 道 事 業
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報告第 12 号 

   平成 30 年度(2018 年度)彦根市水道事業会計予算繰越しについて 

 

 平成 30 年度(2018 年度)彦根市水道事業会計予算の一部を次のとおり繰り越したので、地方公

営企業法(昭和 27 年法律第 292 号)第 26 条第 3 項の規定により報告する。 

  令和元年(2019 年)6 月 3 日 

                            彦根市長  大久保  貴    
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（
単
位
　
千
円
）

企
業
債

国
　
庫

補
助
金

工
　
事

負
担
金

既
収
入

特
定
財
源
損
益
勘
定

留
保
資
金

資
本
的
支
出
建
設
改
良
費
H
3
0
中
山
町
配
水
管
布

設
替
工
事

(
中
山
町
)

3
,
4
0
0

3
,
4
0
0

3
,
4
0
0
管
網
整
備
計
画
に
基
づ
き
実
施
す
る
工
事
で
あ
る

が
、
関
係
機
関
と
の
調
整
に
よ
り
時
間
を
要
し
た

た
め
繰
り
越
す
も
の

大
藪
浄
水
場
洗
浄
排

水
池
返
送
ポ
ン
プ
更

新
工
事

(
八
坂
町
)

6
,
9
5
0

6
,
9
5
0

6
,
9
5
0

大
藪
浄
水
場
洗
浄
排
水
池
返
送
ポ
ン
プ
の
故
障
に

よ
り
緊
急
で
更
新
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
工
事
に

必
要
な
資
材
の
調
達
に
時
間
を
要
す
る
た
め
繰
り

越
す
も
の

H
3
0
栄
町
二
丁
目
ほ
か

配
水
管
布
設
替
工
事

(
栄
町
二
丁
目
ほ
か
)

4
1
,
4
5
0

4
1
,
4
5
0

4
1
,
4
5
0

老
朽
管
更
新
の
た
め
実
施
す
る
工
事
で
あ
る
が
、

関
係
機
関
と
の
調
整
に
時
間
を
要
し
た
た
め
繰
り

越
す
も
の

H
3
0
平
田
町
ほ
か
配
水

管
布
設
跡
舗
装
復
旧

工
事

(
平
田
町
ほ
か
)

1
3
,
2
0
0

1
3
,
2
0
0

1
3
,
2
0
0
布
設
替
工
事
跡
の
舗
装
復
旧
の
た
め
実
施
す
る
も

の
で
あ
る
が
、
関
係
機
関
と
の
調
整
に
よ
り
時
間

を
要
し
た
た
め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
原
町
ほ
か
配
水
管

布
設
替
工
事

(
原
町
ほ
か
)

5
7
,
7
0
0

5
7
,
7
0
0

5
7
,
7
0
0

老
朽
管
更
新
の
た
め
実
施
す
る
工
事
で
あ
る
が
、

関
係
機
関
と
の
調
整
に
時
間
を
要
し
た
た
め
繰
り

越
す
も
の

H
3
0
正
法
寺
町
配
水
管

布
設
替
工
事

(
正
法
寺
町
)

2
8
,
5
0
0

2
8
,
5
0
0

7
,
2
9
3

2
1
,
2
0
7

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で

あ
る
が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の

の
、
部
分
的
に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮

設
管
撤
去
工
事
を
施
工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た

め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
地
蔵
町
ほ
か
配
水

管
布
設
替
工
事

(
地
蔵
町
ほ
か
)

4
3
,
1
0
0

4
3
,
1
0
0

7
,
4
9
9

3
5
,
6
0
1

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で

あ
る
が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の

の
、
部
分
的
に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮

設
管
撤
去
工
事
を
施
工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た

め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
西
葛
籠
町
ほ
か
配

水
管
布
設
替
工
事

(
西
葛
籠
町
ほ
か
)

3
1
,
8
0
0

3
1
,
8
0
0

4
,
6
1
2

2
7
,
1
8
8

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で

あ
る
が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の

の
、
部
分
的
に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮

設
管
撤
去
工
事
を
施
工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た

め
繰
り
越
す
も
の

左
の
財
源
内
訳

説
　
　
　
　
　
　
　
　
明

翌
年
度

繰
越
額

平
成
3
0
年
度
（
2
0
1
8
年
度
）
彦
根
市
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
　
地
方
公
営
企
業
法
第
2
6
条
第
1
項
の
規
定
に
よ
る
建
設
改
良
費
の
繰
越
額

款
項

事
業
名

予
　
　
算

計
上
額

支
払
義
務

発
生
額
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（
単
位
　
千
円
）

企
業
債

国
　
庫

補
助
金

工
　
事

負
担
金

既
収
入

特
定
財
源
損
益
勘
定

留
保
資
金

左
の
財
源
内
訳

説
　
　
　
　
　
　
　
　
明

翌
年
度

繰
越
額

平
成
3
0
年
度
（
2
0
1
8
年
度
）
彦
根
市
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
　
地
方
公
営
企
業
法
第
2
6
条
第
1
項
の
規
定
に
よ
る
建
設
改
良
費
の
繰
越
額

款
項

事
業
名

予
　
　
算

計
上
額

支
払
義
務

発
生
額

資
本
的
支
出
建
設
改
良
費
H
3
0
犬
方
町
ほ
か
配
水

管
布
設
替
工
事

(
犬
方
町
ほ
か
)

2
5
,
5
0
0

2
5
,
5
0
0

1
2
,
6
1
9

1
2
,
8
8
1

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で

あ
る
が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の

の
、
部
分
的
に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮

設
管
撤
去
工
事
を
施
工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た

め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
高
宮
町
配
水
管
布

設
替
工
事

(
高
宮
町
)

1
5
,
5
0
0

1
5
,
5
0
0

6
,
4
5
9

9
,
0
4
1

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で

あ
る
が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の

の
、
部
分
的
に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮

設
管
撤
去
工
事
を
施
工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た

め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
高
宮
町
配
水
管
布

設
替
工
事
(
そ
の
2
)

(
高
宮
町
)

1
1
,
9
0
0

1
1
,
9
0
0

4
,
7
6
5

7
,
1
3
5

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で

あ
る
が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の

の
、
部
分
的
に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮

設
管
撤
去
工
事
を
施
工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た

め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
海
瀬
町
ほ
か
配
水

管
布
設
替
工
事

(
海
瀬
町
ほ
か
)

2
2
,
6
0
0

2
2
,
6
0
0

1
2
,
1
2
7

1
0
,
4
7
3

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で

あ
る
が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の

の
、
部
分
的
に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮

設
管
撤
去
工
事
を
施
工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た

め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
正
法
寺
町
配
水
管

布
設
替
工
事
(
そ
の
2
)

(
正
法
寺
町
)

2
,
1
0
0

2
,
1
0
0

1
,
9
7
5

1
2
5

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で

あ
る
が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の

の
、
部
分
的
に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮

設
管
撤
去
工
事
を
施
工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た

め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
新
海
町
配
水
管
布

設
替
工
事

(
新
海
町
)

1
,
3
0
0

1
,
3
0
0

1
,
3
0
0

給
水
申
請
に
基
づ
き
実
施
す
る
も
の
で
あ
る
が
、

申
請
日
が
平
成
3
1
年
2
月
2
2
日
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
年
度
内
に
十
分
な
工
事
期
間
が
取
れ
な
い
た

め
繰
り
越
す
も
の

上
水
道
補
償
費
算
定

シ
ス
テ
ム
構
築
委
託

業
務

8
,
7
5
9

8
,
7
5
9

8
,
7
5
9
補
償
費
算
定
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
た
め
委
託
す

る
も
の
で
あ
る
が
、
関
連
す
る
積
算
シ
ス
テ
ム
と

の
調
整
に
時
間
を
要
し
た
た
め
繰
り
越
す
も
の

彦
根
市
水
道
事
業
水

利
使
用
許
可
(
工
作
物

変
更
)
申
請
書
作
成
委

託
業
務

1
,
1
3
4

1
,
1
3
4

1
,
1
3
4

水
利
権
の
変
更
に
伴
い
工
作
物
の
更
新
に
係
る
許

可
申
請
を
委
託
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
関
係
機
関

と
の
調
整
に
時
間
を
要
し
た
た
め
、
繰
り
越
す
も

の
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（
単
位
　
千
円
）

企
業
債

国
　
庫

補
助
金

工
　
事

負
担
金

既
収
入

特
定
財
源
損
益
勘
定

留
保
資
金

左
の
財
源
内
訳

説
　
　
　
　
　
　
　
　
明

翌
年
度

繰
越
額

平
成
3
0
年
度
（
2
0
1
8
年
度
）
彦
根
市
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
　
地
方
公
営
企
業
法
第
2
6
条
第
1
項
の
規
定
に
よ
る
建
設
改
良
費
の
繰
越
額

款
項

事
業
名

予
　
　
算

計
上
額

支
払
義
務

発
生
額

資
本
的
支
出
建
設
改
良
費
H
3
0
東
沼
波
町
配
水
管

布
設
詳
細
設
計
委
託

業
務

9
,
5
9
7

9
,
5
9
7

9
,
5
9
7
管
網
整
備
計
画
に
よ
る
近
江
鉄
道
下
の
配
管
詳
細

を
設
計
委
託
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
関
係
機
関
と

の
調
整
に
時
間
を
要
し
た
た
め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
栄
町
一
丁
目
ほ
か

配
水
管
布
設
替
詳
細

設
計
委
託
業
務

4
,
6
4
4

4
,
6
4
4

4
,
6
4
4
老
朽
管
更
新
事
業
に
よ
る
布
設
替
工
事
の
詳
細
設

計
を
委
託
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
関
係
機
関
と
の

調
整
に
時
間
を
要
し
た
た
め
繰
り
越
す
も
の

　
計

3
2
9
,
1
3
4

3
2
9
,
1
3
4

9
9
,
1
5
0

5
7
,
3
4
9

1
7
2
,
6
3
5
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（
単
位
　
千
円
）

企
業
債

国
　
庫

補
助
金

工
　
事

負
担
金

既
収
入

特
定
財
源

損
益
勘
定

留
保
資
金

水
道
事
業
費

営
業
費
用

H
3
0
正
法
寺
町
配
水

管
布
設
替
工
事

(
正
法
寺
町
)

4
,
6
0
6

4
,
6
0
6

4
,
6
0
6

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で
あ
る

が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の
の
、
部
分
的

に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮
設
管
撤
去
工
事
を
施

工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
地
蔵
町
配
水
管

布
設
替
工
事

(
地
蔵
町
)

1
0
,
1
3
5

1
0
,
1
3
5

1
0
,
1
3
5

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で
あ
る

が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の
の
、
部
分
的

に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮
設
管
撤
去
工
事
を
施

工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
西
葛
籠
町
ほ
か

配
水
管
布
設
替
工
事

(
西
葛
籠
町
ほ
か
)

8
,
2
8
8

8
,
2
8
8

8
,
2
8
8

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で
あ
る

が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の
の
、
部
分
的

に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮
設
管
撤
去
工
事
を
施

工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
犬
方
町
配
水
管

布
設
替
工
事

(
犬
方
町
)

1
6
,
3
7
0

1
6
,
3
7
0

1
6
,
3
7
0

　

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で
あ
る

が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の
の
、
部
分
的

に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮
設
管
撤
去
工
事
を
施

工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
繰
り
越
す
も
の

H
3
0
高
宮
町
配
水
管

布
設
替
工
事

(
高
宮
町
)

5
,
2
7
4

5
,
2
7
4

5
,
2
7
4

公
共
下
水
道
工
事
に
伴
う
配
水
管
布
設
替
工
事
で
あ
る

が
、
水
道
工
事
は
共
同
施
工
し
て
い
る
も
の
の
、
部
分
的

に
単
独
施
工
分
の
布
設
替
工
事
や
仮
設
管
撤
去
工
事
を
施

工
し
な
け
れ
ば
な
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